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平成26年度山梨県における医療分野の雇用の質 企画委員会  
平成26度における取組について 

   （「医療労務管理相談コーナー事業」の開始を中心に～） 

山梨労働局監督課 
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１－１ これまでの背景と経緯 

■ これまでの経緯 
 

  平成23年6月  看護師等の「雇用の質」向上PT報告＋「厚労省５局長通知」 
 
  平成24年10月 医療分野の「雇用の質」向上PT発足 
 
  平成25年2月  「新PT」報告公表＋「６局長通知」 

 
  平成25年6月  社会保障審議会医療部会 医療法改正に向けて議論スタート 
 
 
 
  平成25年12月 社会保障審議会医療部会 勤務環境改善システム導入を提言 

 
  平成26年2月  一括法による医療法改正案 閣議決定及び国会提出 
             （医療機関の勤務環境改善システムを制度化する内容を盛り込む）  
 
  平成26年6月  医療法改正法案が18日に成立し、25日に公布。10月1日施行。      
 

Point１  

看護職だけの取組から医
療機関全体の改善へ 

Point2  

医療政策の観点からの対
策へ 
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１－２ これまでの背景と経緯 

■ 医療機関の勤務環境問題 
   労働行政だけで解決することは困難 
   ⇒背景となる医療行政上の課題（例：医師、看護師等の医療従事者の確保対策等）と 
     一体で解決することが必要 

 医療法を改正し、医療機関の勤務環境について、医療政策の観点から位置づけ 
  ⇒都道府県（医療政策担当部局）が主体的に関与 
 
 医師・看護職員をはじめとした医療従事者の勤務医療環境を「医療従事者の確保・
定着」のための課題として位置づけ、ワークライフバランスなど、幅広い観点を視野に入
れた取組を推進 

（参考）改正医療法案の関連条文 
 第30条の５ 都道府県は、医療従事者の勤務環境の改善を促進するため、次に掲げ   
  る事務を実施するよう努めるものとする 
 ３ 都道府県又は前項の規定に委託を受けた者は、第１項各号に掲げる事務又は当    
  該委託に係る事務を実施するに当たり、医療従事者の勤務環境の改善を促進する 
  ための拠点としての機能の確保に努めるものとする。 
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２－１ 医療勤務環境改善の実施体制 

 
厚生労働省 

※医療政策の観点から改正医療法に勤務環境改善の仕組みを規定。労働政策と連携。 
 

 
 

  医 政 局 労働基準局 

都道府県＝責任主体 
 
   医療担当部局 

医療勤務環境改善支援センター 

 都道府県労働局 

病院・診療所 

相談支援 
情報提供 
研修会 等 

運営協議会（都道府県が主体） 
⇒労働局や関係団体との連携 
医師会、看護協会、病院協会、 
社労士会等 

厚生労働省の役割 
○医療機関の管理 者が高 
 ずべき措置の「指針」策定 
○都道府県の活動をバック 
 アップ 

都道府県の役割 
○医療機関の勤務環境改善  
 を促進するための措置 
○「医療勤務環境改善支援
センター」機能を確保 
○地域の関係団体・労働局
との連携関係を確保 

医療機関の管理者役割 
○医療従事者の勤務環境改
善等の取組 
（勤務環境改善マネジメント
システム導入の「手引き書」 
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３－１ 医療勤務環境改善支援センターの設置形態等 

    委託型 
    受託者 
（医療関係団体等） 

    直営型 
   都道府県  

    未設置型  

医療勤務環境 
改善支援センター 

医療勤務環境 
改善支援センター 

（支援センター未設置） 

医療労務 

管理支援 

事業 

医療労務 

管理支援 

事業 

医療労務 

管理相談 

コーナー 

事業 

労働局 労働局 労働局 都道府県 

委
託 

委
託 

委
託 

委
託 

労務管理に関する専門 

的な知識を有する団体 
労務管理に関する専門 

的な知識を有する団体 

「未設置型」はあくまで暫定的
な形態。可能な限り、平成26
年度中の支援センター設置を
目指す。 

勤務環境改善支援センターを設置 



5 2014/11/25 

４－１ 医療勤務環境改善システムの概略とメリット 

■ 医療環境改善支援センターとは 
  個々の医療機関のニーズに応じて勤務環境改善の取組を専門的、総合的にサポート。 
    例えば・・・  
   ・時間外労働・夜勤の軽減、有給休暇の促進など  
       ・メンタルヘルス対策、腰痛・生活習慣病の予防対策など  
       ・院内保育所の整備、多様な勤務形態、育児支援・介護支援など  
       ・職員の研修体系・キャリアアップ制度の整備など  
 ☞ 希望に応じて、アドバイザーが病院に赴き、勤務環境改善の取組を支援。 
 ☞ 医療機関の個別ニーズに応じ、他の支援機関との連携支援 
 
  山梨県医師会他の関係機関・団体との連携体制を構築するため、「医療勤務環境改善
支援センター運営協議会」を設置 

 関係機関・団体と連携・協働するためワンストップ・ハブ機能を有するため支援に効果的 

地域の医療機関のニーズに応
じた支援をワンストップで行う
体制を構築 
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４－２ 医療勤務環境改善システムの概略と設置のメリット 

  支援センターとの連携が想定される各種支援制度、アドバイザー機能の例 
  ☞ （例）看護協会LB推進ワークショップ事業（看護協会） 
        県医師会女性医師支援相談窓口 
                  県看護協会勤務環境改善アドバイザー 等 
  ☞ （例）メンタルヘルス対策支援センター相談員（メンタルヘルス対策支援センター） 
  ☞ （例）次世代育成支援対策センター（商工会議所） 
  ☞ （例）地域医療支援センター（都道府県） 
  ☞ （例）ナースセンタ就業相談員（都道府県） 
  ☞ （例）女性医師バンク・女性医師支援相談窓口（都道府県） 
  ☞ （例）次世代法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出・公表 
  ☞ （例）労働時間等の設定改善の助成金（労働局） 
  

 

～医療勤務環境支援のための中核的拠点～ 
 
利用者（医療機関、医療従事者（医師・看護師等））にとってメリット 
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４－３ 医療勤務環境改善システムの概略と設置のメリット 

各医療機関が勤務環境改善マネジメントシステムに基づき策定する「勤務環境改善計画」の策定、実施、評価等をワン
ストップで、かつ、専門家のチームにより、個々の医療機関のニーズに応じて、総合的にサポート 

■医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、国における指針の策定等、各医療機関がPDCAサイク

ルを活用して計画的に勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組み（勤務環境改善マネジメントシステム）を創設するとともに、各

都道府県ごとに、こうした取組を行う医療機関に対する総合的な支援体制を構築する。 

医療勤務環境改善支援センター 

○労務管理面でのアドバイザー配置 

医療労務管理支援事業（仮称） 
（医療労務管理アドバイザー１名以上配置） 

医業分野アドバイザー事業（仮称） 

○診療報酬制度面 
○医療制度・医事法制面 
○組織マネジメント・経営管理面 
○関連補助制度の活用 
等に関する専門的アドバイザーの派遣等 

一 
体 
的 
な 
支 
援 

400万／箇所 

労働基準局予算 
都道府県労働局執行 

医政局予算（基金） 
都道府県衛生主管部局 

現状の評価 

課題の抽出 

改善方針の決定 

項目 現状・課題 改善方針 

・・ ・・・ ・・・ 
 

マネジメントシステムの
「ガイドライン」に基づき、
勤務環境改善計画を策
定。PDCAサイクルによ
る改善を推進。 

医療機関 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=R-H68quv6nv9xM&tbnid=c6bY4-d6NqN7nM:&ved=0CAUQjRw&url=http%3A%2F%2Forange-pokke.com%2Fbyouin%2F&ei=WwQAVP_NCdbo8AXMioD4Ag&bvm=bv.74115972,d.c2E&psig=AFQjCNGsS2x2X7YgxaU3xstbC0Il6T4brA&ust=1409373653807498
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５－１ 山梨労働局の取組について（昨年度まで） 

■ 平成25年度までの取組  
 平成２３年度以降、『雇用の質』向上のための企画委員会」を設置し、医療機関 
  の人事・労務管理責任者を対象とした研修会を開催するなどの取組を推進。 
 ☞ 企画委員会及び研修会は毎年開催 
 ☞ 平成24年度は山梨県看護協会の御協力による研修会、ワークショップを開催   
 
  平成25年度の取組   
 ☞ 『医療スタッフの勤務環境改善等に向けた取組事例集』の発行。山梨労働局働き方・ 
   休み方改善コンサルタントが、 県内の病院を訪問して収集した取組事例を編集。 
         同年2月の説明会において公表。 
    ＊＊＊説明会・プログラム＊＊＊＊ 
    ・ 県内病院における「雇用の質」向上取組事例について 
        （講師）山梨労働局 働き方・休み方改善コンサルタント 
    ・ 仕事と育児・介護の両立を支援する制度・助成金について 
        （講師）山梨労働局 雇用均等室長 
    ・ 効果的な求人を支援する行政の取組について 
        （講師）山梨労働局 職業安定部職業安定課長  
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５－２ 山梨労働局の取組について（今年度） 

■ 現状  
 医療勤務環境改善支援センターを設置せず（未設置型）。 
  本年４月１月以降、医療労務管理相談コーナー事業を開始。 
 ☞ 山梨県社会保険労務士会が受託。「山梨医療労務管理相談コーナー」を設置。   
  
 医療労務管理相談コーナーの周知・広報について 
 ☞ 労働局HPにおいて周知。 
 ☞ 県内市町村広報誌に掲載依頼。 
 ☞ 監督署窓口でも周知。 
 

■ 今年度の取組について 
  あらゆる機会を捉えて、医療機関を中心に「山梨医療労務管理相談コーナー」の 
  周知を行う。 
   「勤務環境改善マネジメントシステム」の周知。その一環として医療機関を対象に導入支援 
  のための講習会を行う。 
   医療機関等を対象に労務管理等の講習会（メンタルヘルス）を行う。 
   企画委員会の内容について記者発表を行う。 



2014/11/25 

年度 
企画委員会の委員構成 
（山梨労働局を除く） 

企画委員会 
事務局 

研修会主催者 
勤務環境改善に関する助言など医療

業を支援する体制 

２５年度 

・山梨県官公立病院等協議会 会長様 
・山梨県立大学 看護学部長様 
・山梨県医師会 担当理事様 
・山梨県民間病院協会 担当理事様  
・日本精神科看護技術協会 山梨県支部長様  
・山梨県看護協会 会長様 
・山梨県 医務課長様 
・山梨県 労政雇用課長様 

 

山梨労働局 
監督課 

企画委員会 
 

働き方・休み方改善コンサルタント 
 
※山梨労働局が委嘱している専門ス
タッフですが、支援の対象は医療業を
含む全産業となります。 

２６年度 

・山梨県官公立病院等協議会 会長様 
・山梨県立大学 看護学部長様 
・山梨県医師会 担当理事様 
・山梨県民間病院協会 担当理事様  
・日本精神科看護技術協会 山梨県支部長様  
・山梨県看護協会 会長様 
・山梨県 医務課長様 
 

山梨県社会保険労
務士会 

 
 
 

山梨労働局 
 
※研修会を主催する
のは労働局となりま
すが、これまで同様、
労働局が作成したた
たき台は企画委員会
で御議論いただく予
定。 

医療労務管理アドバイザー 
 
※平成２６年度医療労務管理相談
コーナー事業の受託団体が委嘱する
専門スタッフであり、支援の対象は医
療業に特化されます。 

（参考） 企画委員会等の変更点 


